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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ビット（８）を前後方向に貫通させて着脱自在に保持する保持孔（３）を幅方向に複数
備えた本体部（２）と、この本体部（２）を所定物に装着するべく本体部（２）の幅方向
両端部に取り付けられた装着ベルト（４）とを有するビットホルダにおいて、
　前記本体部（２）は幅方向に円弧状となっていて、
　前記保持孔（３）の内側には、本体部（２）の上面側又は下面側と連通する連通孔（１
１）が形成されており、この連通孔（１１）を介して、前記本体部（２）の上面又は下面
に被覆された弾性体（１３）が保持孔（３）内側に進入していることを特徴とするビット
ホルダ。
【請求項２】
　前記本体部（２）の両端部には前後方向に突出する一対の突出部（１６）が設けられて
おり、この一対の突出部（１６）（１６）間に前記装着ベルト（４）が設けられているこ
とを特徴とする請求項１に記載のビットホルダ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動工具等に装着して使用するビットを保持するビットホルダに関するもの
である。
【背景技術】
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【０００２】
　従来から、電動工具やエアー工具に取り付けられるビットを、未使用時に整理して保持
し且つ保管するためのビットホルダがあった。
　特許文献１に記載されたビットホルダは、ビットを挿脱する複数の貫通する挿入孔を配
列した本体部と、その背面に設けられた掛止片とを有し、本体部と掛止片とでベルトを挟
み込むことで当該ベルトに装着されるものとなっていた。
【特許文献１】登録実用新案第３０１７９５９号公報（第１頁～第２頁、図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、特許文献１に記載されたビットホルダを作業者の腰ベルトに装着して使
用した場合、狭い場所での作業であると、ビットホルダからのビット取り外しが困難なこ
とがあった。特に、複数のビットがビットホルダに保持されている場合、その中から所望
するビットを取り出すには、指先の感覚のみに頼る場合もあった。
　作業効率を考え、かかるビットホルダを手首に取り付けようとしても、本体部は板状に
形成されているため、手首への装着は困難であった。
【０００４】
　加えて、手首に取り付けた場合、手の動きと連動してビットホルダも上下又は左右方向
に大きく揺り動かされることになるため、ビットが挿入孔から抜け出してビットホルダか
ら外れてしまう可能性も否めなかった。
　そこで、本発明は、手首等への装着が可能であると共に、ビットが確実に保持されるビ
ットホルダを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　前記目的を達成するため、本発明においては以下の技術的手段を講じた。
　すなわち、本発明における課題解決のための技術的手段は、ビットを前後方向に貫通さ
せて着脱自在に保持する保持孔を幅方向に複数備えた本体部と、この本体部を所定物に装
着するべく本体部の幅方向両端部に取り付けられた装着ベルトとを有するビットホルダに
おいて、前記本体部は幅方向に円弧状となっていて、前記保持孔の内側には、本体部の上
面側又は下面側と連通する連通孔が形成されており、この連通孔を介して、前記本体部の
上面又は下面に被覆された弾性体が保持孔内側に進入していることを特徴とする。
【０００６】
　この技術的手段によれば、円弧状の本体部を作業者の手首周りに沿わせるように配置し
て、装着ベルトで締め付けることで、確実且つ容易に作業者の手にビットホルダを装着す
ることができる。
　また、保持孔からビットが抜け落ちることを防ぐことが出来るようになる。
　また、本体部の下面側に弾性体が配設してあるため、手首に装着した場合、その装着感
が非常によいものとなる。
【０００７】
　さらに、本体部の上面に弾性体が配設してあるため、誤ってビットホルダの上面を障害
物にぶつけたとしても、本体部上面に傷が付くことを最小限に押さえることが出来る。
　加えて、本体部の上面又は下面側に弾性体を被覆するだけで、連通孔を介して保持孔内
側に弾性体が進入するようになるため、製作は非常に簡便なものとなる。
　また、本発明における課題解決のための技術的手段は、前記本体部の両端部には前後方
向に突出する一対の突出部が設けられており、この一対の突出部間に前記装着ベルトが設
けられていることを特徴とする。
【０００８】
　この技術的手段によれば、工具把持部を有する電動工具の本体に、当該工具把持部を避
けるように装着ベルトを架け渡すことができ、ビットホルダを確実に取り付けることが可
能となる。
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【発明の効果】
【０００９】
　本発明のビットホルダは、作業者の手首や電動工具等への装着が可能であると共に、複
数のビットを確実に保持できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明にかかるビットホルダを、図を基に説明する。
　図１～図８に示すように、ビットホルダ１は、平面視で幅方向に長方形であって板状の
本体部２と、この本体部２の幅方向に複数設けられ且つビット８を前後方向に貫通させて
着脱自在に保持する保持孔３と、前記本体部２を所定物に装着するべく本体部２の幅方向
両端部に取り付けられた装着ベルト４とを備えている。
【００１１】
　なお、説明にあたっては、図２の左右方向を幅方向と呼び、図２の上下方向を上下方向
と呼ぶ。図３の上下方向を前後方向と呼ぶ。
　ビットホルダ１の本体部２は、ポリプロピレン（ＰＰ）で一体成形されたものであって
、その幅方向に円弧状となっている。円弧の曲率は、後述するように、作業者の手首５に
フィット、若しくは、電動工具６の側面に沿うようなものとなっている。
【００１２】
　前記本体部２の幅方向には、ビット８が前後方向に貫通して嵌り込むような保持孔３が
複数（５つ）形成されている。この保持孔３の前後両端側は厚肉に形成された厚肉部７で
あって、ビット８の抜き差しに耐え得る強度を確保できるようになっている。
　ここでいうビット８とは、エアー工具や電動工具６の先端のソケット部９にワンタッチ
で着脱自在な工具片のことであり、その先端にドライバーが形成してあるものやや六角レ
ンチが形成してあるもの等がある。また、ビット８の両側に作業部が形成してあるものは
両頭ビットと呼び、片側だけのものは片頭ビットと呼ぶ。先端にチャックが設けられてい
るものもある。
【００１３】
　図７に示される如く、各保持孔３の内側壁１０下側で前後方向略中央には、本体部２の
下面側と連通する連通孔１１が形成されている。この連通孔１１は、前記内側壁１０の周
方向を向く「すじ形状」に開放されており、前後方向に複数（２つ）設けられている。
　この連通孔１１から後述する弾性体であるエラストマ１３が突起状に突出して、引っ掛
かり部１４が形成されている。ビット８を保持孔３に差し込んだ場合、前記引っ掛かり部
１４が滑り止めの抵抗となり、保持孔３から抜けはずれることが防止できるようになって
いる。
【００１４】
　本体部２の上面側及び下面側には、エラストマ１３が被覆されている。かかるエラスト
マ１３は、本体部２の下面側に被覆される際に、前記連通孔１１を介して保持孔３内にも
進入し、引っ掛かり部１４を形成するようになる。
　前記本体部２の両端部には、前後方向に一対の突出部１６，１６が形成されており、こ
の一対の突出部１６，１６間に前記装着ベルト４が設けられている。
【００１５】
　詳しくは、前記本体部２の両端部から後方側に突出片１７が張り出すように設けられて
いる。この突出片１７は断面半月状であり開放側が下方を向くように設けられている。さ
らに、突出片１７の先端には、円形状の開口１９を有する支持部材１８が、その開口１９
が前後方向に開放されるように設けられ、突出部１６が構成されている。
　この突出部１６には、ピン部材１５が前後方向に嵌め込まれるようになっている。すな
わち、ピン部材１５の先端部は、本体部２の両端部に前後方向に設けられた係合孔２０に
嵌り込み、基端部は支持部材１８の開口１９に嵌り込むようになる。これにより、ピン部
材１５は突出片１７覆われるようになると共に、本体部２に対して周り止めされる。
【００１６】
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　かかる一対のピン部材１５に伸縮自在のゴム素材等で構成される装着ベルト４が輪状に
架け渡されるようになっている。この輪状の装着ベルト４内に手首５を差し入れることで
、ビットホルダ１が手首５に装着できるようになっている。様々な大きさの手首５に対応
できるため、前記装着ベルト４にはバックル機構を設けており、その長さ調整を可能とし
ておくことは非常に好ましい。
【００１７】
　前記ピン部材１５はＰＰ等のプラスチックで形成されているが、金属製であってもよい
。また、ピン部材１５の長手方向に複数の溝条を形成しておくことで、装着ベルト４が滑
ることが防止でき、装着したビットホルダ１が装着ベルト４に沿って不必要に動くことを
防ぐことができるようになる。
　図８は、ビットホルダ１の６面図であり、（ａ）は正面図、（ｂ）は平面図、（ｃ）は
底面図、（ｄ）は左側面図、（ｅ）は背面図である。右側面図は左側面図と対称に現れる
。
【００１８】
　本実施形態のビットホルダ１を所定物に取り付けて使用した状態を、図９～図１１に示
す。
　図９には、ビットホルダ１を作業者の右手に取り付けた状態を示している。このように
、手首５にビットホルダ１を取り付けて、複数の保持孔３に、それぞれ形状の異なるドラ
イバービット８を保持させるようにしておくとよい。
【００１９】
　このとき、図７の２点鎖線に示すように、ビット８は引っ掛かり部１４を押し倒すよう
にして保持孔３内に嵌り込んでいるため、引っ掛かり部１４が抵抗となり、簡単には抜け
ないようになっている。手や手首５の動きと連動してビットホルダ１が上下又は左右方向
に大きく揺り動かされることになっても、容易にビット８がビットホルダ１から抜け外れ
てしまうことがなくなる。
【００２０】
　ビット８を交換する必要が生じた場合は、適宜左手でビット８を抜き出し、交換作業を
すればよい。
　また、当該ビットホルダ１は、図１０、図１１に示すように、電動工具６の工具本体部
２の上面側に取り付けることも可能である。
　この取り付け態様を採用した場合、図１１に示されているように、ビット８を保持した
本体部２は、電動工具６本体の上面で前後方向中央部に配置することが望ましい。なぜな
ら、前後方向どちらか一方に偏って配置した場合、ビット８が工具本体部２から突出する
ことが考えられるためである。
【００２１】
　前述の如く、ビットホルダ１を電動工具６に配置した場合であっても、本実施形態のビ
ットホルダ１は、本体部２より前後方向に突出する突出部１６に装着ベルト４が設けられ
ているため、電動工具６の下面側中央に突出する工具把持部２８を避けるように装着ベル
ト４を架け渡すことが出来るものとなっている。なお、当該突出部１６は図１０のように
後方向きであってもよく、図１１のように前方向きであっても何ら問題ない。
【００２２】
　本実施形態のビットホルダ１は、暗い場所での作業効率の向上を図るための照明手段２
２を装着できるものとなっている。
　図１０，図１２に示すように、照明手段２２は、円筒状の本体２３の前部に高輝度ＬＥ
Ｄや豆電球等の発光部材２４を備えると共に、内部には乾電池等の電源２５を有している
。本体２３の後部には前述のビット８と略同一形状のビット部材２６が上下方向角度調整
自在に枢支されている。
【００２３】
　前記ビット部材２６が接触する本体２３側には、複数の凹凸歯により形成される凹凸部
２７が設けられており、回動時に抵抗が発生するようになっている。従って、照明手段２
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　かかるビット部材２６を電動工具６に取り付けられたビットホルダ１に保持させること
で、照明手段２２を電動工具６に対して取り付けることができ、作業領域を照らし出すこ
とが出来る。
【００２４】
　なお、本発明は、上記実施の形態に限定されるものではない。
　例えば、保持孔３は２つであってもよく６つであってもよい。引っ掛かり部１４は保持
孔３の内側壁１０に形成された突起部であってもよい。
　また、連通孔１１は、本体部２の上面側と連通していても何ら問題はなく、本体部２に
は、その上面側と連通する連通孔１１と下面側と連通する連通孔１１との両方が設けられ
てもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】ビットホルダの斜視図である。
【図２】同正面図である
【図３】同平面図である。
【図４】同底面図である。
【図５】同右側面図である。
【図６】同背面図である。
【図７】図２におけるＡ－Ａ線断面図である。
【図８】ビットホルダの６面図である。
【図９】ビットホルダ使用態様を示す斜視図である。
【図１０】ビットホルダの使用態様を示す斜視図である。
【図１１】ビットホルダの使用態様を示す右側面図である。
【図１２】照明機構の断面図である。
【符号の説明】
【００２６】
　１　　ビットホルダ
　２　　本体部
　３　　保持孔
　４　　装着ベルト
　８　　ビット
　１１　連通孔
　１３　弾性体
　１６　突出部
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【図１２】
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